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新地方公会計制度に基づく財務書類の公表について 

 

１．新地方公会計制度について 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．財務書類４表について 

名   称 概   要 

貸借対照表（ＢＳ） 年度末における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び

内訳）を表しています。 

行政コスト計算書（ＰＬ） 年間の行政サービスの提供にかかった経費から、その対

価として収入した使用料や手数料などを差し引いて、純

粋な行政コストを表しています。 

純資産変動計算書（ＮＷ） 前期末純資産から当期純行政コストを差し引き、財源で

ある税収等や国県等補助金を加算し、保有する資産の評

価差額などを加減して、年度末の純資産を表しています。 

資金収支計算書（ＣＦ） 年間の資金（現金）の収支状況を表しています。 

 

  ■財務書類４表の相互関係 

貸借対照表（ＢＳ）  行政コスト計算書（ＰＬ） 

資産 負債  

経常費用・臨時損失 

－ 

経常収益・臨時利益 

＝ 

 純行政コスト  

 

 現金預金   純資産   

資金収支計算書（ＣＦ）  純資産変動計算書（ＮＷ） 

収入 

－ 

支出 

＝ 

本年度資金収支額 

＋ 

前年度末資金残高 

＋ 

本年度末歳計外現金残高 

＝ 

 本年度末現金預金残高  

 

 

前年度末純資産残高 

－ 

 純行政コスト  

＋ 

税収等・国県等補助金 

± 

資産評価差額等 

＝ 

 本年度末純資産残高  

 

 これまで、地方公共団体における予算・決算に係る会計制度は、予算の適正・確実な執行を

図るという観点から、単式簿記による現金主義会計を採用しています。 

 一方で、国は地方公共団体の財政の透明性を高め、住民に対する説明責任をより適切に果た

し、財政の効率化・適正化を図るため、企業会計的手法を取り入れた「統一的な基準」による

財務書類を整備し、単式簿記では見えにくい資産の状況や将来の負担を表すストック情報と、

行政サービスのコスト情報の「見える化」を図り、予算編成等に積極的に活用するよう求めて

います。 

 このため、庄原市では平成 28 年度決算から「統一的な基準」により、固定資産台帳の整備

及び複式簿記による発生主義会計を導入した財務書類を作成し公表しています。 
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３．財務書類の対象となる団体（会計） 

 

 

 

 

庄原市 

 

関連団体 

一
般
会
計 

特別会計 一部事務組合・広域連合 

住宅資金 

歯科診療所 

休日診療センター 

国民健康保険 

国民健康保険（直診） 

後期高齢者医療 

介護保険 

介護保険サービス事業 

 

備北地区消防組合 

広島県市町総合事務組合 

広島県後期高齢者医療広域連合 

地方三公社 

 庄原市土地開発公社 

第三セクター等 

 

公営企業会計 

 

㈱グリーンウィンズさとやま 

庄原市総合サービス㈱ 

㈱ニュー東城 

㈱緑の村 

㈱里山総領 

㈱庄原市農林振興公社 

庄原さとやまペレット㈱ 

西城町産業振興開発㈱ 

地域医療連携推進法人備北メディカルネットワーク 

法適用 法非適用 

水道事業 

病院事業 

農業集落排水事業 

浄化槽整備事業 

工業団地造成事業 

宅地造成事業 

一般会計等 公営事業会計 

 

 

    

 

※ 公営企業会計のうち、「法適用」は地方公営企業法を適用している特別会計で、「法非適用」は地方公営企業法

を適用していない特別会計です。 

※ 簡易水道事業特別会計及び公共下水道事業特別会計は、地方公営企業法の財務規定等の適用に向けた作業に着

手しているため、連結の対象外としています。 

 

全体財務書類 

一般会計等財務書類 

連結財務書類 

 公的資金等によって形成された資産の状況、その財源とされた負債・純資産の状況、さらに

は行政サービス提供に要したコストや資金収支の状況などを総合的に明らかにするため、一般

会計等に公営事業会計を加えた「全体財務書類」と、全体財務書類に庄原市と関連のある団体

（一部事務組合等）を加えた「連結財務書類」をあわせて作成します。 
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（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 361,006,984,406 固定負債 38,387,484,511
有形固定資産 354,091,513,469 地方債 34,898,570,996
事業用資産 33,823,990,766 長期未払金 35,791,452
土地 8,001,536,410 退職手当引当金 3,281,437,402
立木竹 - 損失補償等引当金 119,000
建物 53,196,624,551 その他 171,565,661
建物減価償却累計額 △ 30,402,435,548 流動負債 4,266,336,686
工作物 6,581,859,603 １年内償還予定地方債 3,825,322,951
工作物減価償却累計額 △ 3,980,868,646 未払金 15,170,726
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 286,236,889
航空機 - 預り金 131,855,668
航空機減価償却累計額 - その他 7,750,452
その他 - 42,653,821,197
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 427,274,396 固定資産等形成分 364,630,293,480

インフラ資産 319,315,575,826 余剰分（不足分） △ 38,057,359,819

土地 7,040,355,273

建物 2,997,299,816

建物減価償却累計額 △ 2,001,672,457

工作物 403,738,643,669

工作物減価償却累計額 △ 93,294,769,314

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 835,718,839

物品 3,624,083,150

物品減価償却累計額 △ 2,672,136,273

無形固定資産 115,938,924

ソフトウェア 115,938,924

その他 -

投資その他の資産 6,799,532,013

投資及び出資金 1,869,588,044

有価証券 -

出資金 1,869,588,044

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 825,691,175

長期貸付金 604,187,859

基金 3,568,125,263

減債基金 731,147

その他 3,567,394,116

その他 -

徴収不能引当金 △ 68,060,328

流動資産 8,219,770,452

現金預金 999,996,529

未収金 3,448,187,855

短期貸付金 47,527,909

基金 3,575,781,165

財政調整基金 3,575,781,165

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 153,801,400

徴収不能引当金 △ 5,524,406 326,572,933,661

369,226,754,858 369,226,754,858資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：円）
金　　　額

経常費用 31,702,495,344
業務費用 20,626,374,145
人件費 4,497,702,132
職員給与費 3,913,074,190
賞与等引当金繰入額 286,236,889
退職手当引当金繰入額 -
その他 298,391,053

物件費等 15,740,813,012
物件費 5,059,854,032
維持補修費 829,418,704
減価償却費 9,851,540,276
その他 -

その他の業務費用 387,859,001
支払利息 242,792,559
徴収不能引当金繰入額 16,860,649
その他 128,205,793

移転費用 11,076,121,199
補助金等 6,378,220,429
社会保障給付 2,519,175,915
他会計への繰出金 2,171,488,172
その他 7,236,683

経常収益 962,938,877
使用料及び手数料 333,586,164
その他 629,352,713

純経常行政コスト 30,739,556,467
臨時損失 1,680,342,537
災害復旧事業費 1,595,936,195
資産除売却損 84,390,342
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 16,000

臨時利益 27,152,163
資産売却益 12,276,016
その他 14,876,147

純行政コスト 32,392,746,841

一般会計等行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 331,307,406,481 372,905,871,842 △ 41,598,465,361
純行政コスト（△） △ 32,392,746,841 △ 32,392,746,841
財源 27,761,526,095 27,761,526,095
税収等 19,390,135,070 19,390,135,070
国県等補助金 8,371,391,025 8,371,391,025

本年度差額 △ 4,631,220,746 △ 4,631,220,746
固定資産の変動（内部変動） △ 7,858,219,106 7,858,219,106
有形固定資産等の増加 2,613,544,127 △ 2,613,544,127
有形固定資産等の減少 △ 9,934,773,384 9,934,773,384
貸付金・基金等の増加 4,740,823,071 △ 4,740,823,071
貸付金・基金等の減少 △ 5,277,812,920 5,277,812,920

資産評価差額 △ 981,066 △ 981,066
無償所管換等 △ 97,332,025 △ 97,332,025
内部取引 -
その他 △ 4,938,983 △ 319,046,165 314,107,182
本年度純資産変動額 △ 4,734,472,820 △ 8,275,578,362 3,541,105,542
一般財源等充当調整額 - -
本年度末純資産残高 326,572,933,661 364,630,293,480 △ 38,057,359,819

一般会計等純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 21,757,251,267
業務費用支出 10,681,130,068
人件費支出 4,486,376,004
物件費等支出 5,851,734,573
支払利息支出 242,792,559
その他の支出 100,226,932

移転費用支出 11,076,121,199
補助金等支出 6,378,220,429
社会保障給付支出 2,519,175,915
他会計への繰出支出 2,171,488,172
その他の支出 7,236,683

業務収入 23,400,555,952
税収等収入 19,334,558,378
国県等補助金収入 3,481,622,722
使用料及び手数料収入 327,627,811
その他の収入 256,747,041

臨時支出 1,595,936,195
災害復旧事業費支出 1,595,936,195
その他の支出 -

臨時収入 439,008,849
業務活動収支 486,377,339
【投資活動収支】
投資活動支出 3,033,916,461
公共施設等整備費支出 2,211,979,605
基金積立金支出 658,787,556
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 163,149,300
その他の支出 -

投資活動収入 3,031,793,294
国県等補助金収入 1,097,786,303
基金取崩収入 1,771,319,097
貸付金元金回収収入 147,095,748
資産売却収入 15,592,146
その他の収入 -

投資活動収支 △ 2,123,167
【財務活動収支】
財務活動支出 4,592,345,824
地方債償還支出 4,592,345,824
その他の支出 -

財務活動収入 4,317,421,000
地方債発行収入 4,317,421,000
その他の収入 -

財務活動収支 △ 274,924,824
本年度資金収支額 209,329,348
一般財源等充当調整額 -
前年度末資金残高 658,811,513
本年度末資金残高 868,140,861

前年度末歳計外現金残高 127,733,097
本年度歳計外現金増減額 4,122,571
本年度末歳計外現金残高 131,855,668
本年度末現金預金残高 999,996,529

一般会計等資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 384,309,437,748 固定負債 51,111,132,323
有形固定資産 375,007,485,944 地方債等 41,850,905,856
事業用資産 34,521,538,680 長期未払金 35,791,452
土地 8,026,803,645 退職手当引当金 3,281,437,402
立木竹 - 損失補償等引当金 119,000
建物 54,710,965,508 その他 5,942,878,613
建物減価償却累計額 △ 31,252,398,378 流動負債 5,005,303,081
工作物 6,614,787,403 １年内償還予定地方債等 4,368,503,667
工作物減価償却累計額 △ 4,005,893,894 未払金 74,972,715
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 369,702,291
航空機 - 預り金 131,855,668
航空機減価償却累計額 - その他 60,268,740
その他 - 56,116,435,404
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 427,274,396 固定資産等形成分 388,339,121,540

インフラ資産 338,439,322,543 余剰分（不足分） △ 49,172,274,740
土地 7,486,052,588 他団体出資等分 -

建物 5,298,453,938

建物減価償却累計額 △ 2,990,846,551

工作物 429,777,390,735

工作物減価償却累計額 △ 102,072,364,713

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 940,636,546

物品 7,765,005,318

物品減価償却累計額 △ 5,718,380,597

無形固定資産 2,146,333,771

ソフトウェア 115,938,924

その他 2,030,394,847

投資その他の資産 7,155,618,033

投資及び出資金 1,869,588,044

有価証券 -

出資金 1,869,588,044

その他 -

長期延滞債権 894,344,321

長期貸付金 622,103,106

基金 3,861,077,274

減債基金 201,429,194

その他 3,659,648,080

その他 61,220

徴収不能引当金 △ 91,555,932

流動資産 10,973,844,456

現金預金 3,009,205,979

未収金 3,702,642,416

短期貸付金 47,527,909

基金 3,982,155,883

財政調整基金 3,982,155,883

減債基金 -

棚卸資産 13,082,555

その他 230,201,400

徴収不能引当金 △ 10,971,686

繰延資産 - 339,166,846,800

395,283,282,204 395,283,282,204資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：円）
金　　　額

経常費用 43,250,893,014
業務費用 24,020,588,259
人件費 5,671,296,478
職員給与費 4,978,091,174
賞与等引当金繰入額 371,254,291
退職手当引当金繰入額 -
その他 321,951,013

物件費等 17,641,921,989
物件費 5,967,081,691
維持補修費 936,737,121
減価償却費 10,729,362,874
その他 8,740,303

その他の業務費用 707,369,792
支払利息 397,866,693
徴収不能引当金繰入額 21,475,843
その他 288,027,256

移転費用 19,230,304,755
補助金等 16,270,971,757
社会保障給付 2,528,194,915
その他 9,138,083

経常収益 2,954,347,447
使用料及び手数料 1,748,411,705
その他 1,205,935,742

純経常行政コスト 40,296,545,567
臨時損失 1,680,774,539
災害復旧事業費 1,596,368,195
資産除売却損 84,390,344
損失補償等引当金繰入額 -
その他 16,000

臨時利益 27,152,163
資産売却益 12,276,016
その他 14,876,147

純行政コスト 41,950,167,943

全体行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 343,643,986,425 396,933,023,915 △ 53,289,037,490 -
純行政コスト（△） △ 41,950,167,943 △ 41,950,167,943 -
財源 37,500,697,559 37,500,697,559 -
税収等 24,397,872,553 24,397,872,553 -
国県等補助金 13,102,825,006 13,102,825,006 -

本年度差額 △ 4,449,470,384 △ 4,449,470,384 -
固定資産の変動（内部変動） △ 7,833,666,114 7,833,666,114
有形固定資産等の増加 2,688,267,047 △ 2,688,267,047
有形固定資産等の減少 △ 10,212,201,979 10,212,201,979
貸付金・基金等の増加 4,991,434,550 △ 4,991,434,550
貸付金・基金等の減少 △ 5,301,165,732 5,301,165,732

資産評価差額 △ 981,066 △ 981,066
無償所管換等 △ 80,831,967 △ 80,831,967
他団体出資等分の増加 - -
他団体出資等分の減少 - -
その他 54,143,792 △ 678,423,228 732,567,020
本年度純資産変動額 △ 4,477,139,625 △ 8,593,902,375 4,116,762,750 -
本年度末純資産残高 339,166,846,800 388,339,121,540 △ 49,172,274,740 -

全体純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

11



（単位：円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 32,478,296,863
業務費用支出 13,241,112,858
人件費支出 5,654,805,031
物件費等支出 6,937,396,524
支払利息支出 397,866,693
その他の支出 251,044,610

移転費用支出 19,237,184,005
補助金等支出 16,270,971,757
社会保障給付支出 2,528,194,915
その他の支出 16,017,333

業務収入 34,828,460,348
税収等収入 24,126,942,969
国県等補助金収入 8,057,807,666
使用料及び手数料収入 1,742,589,149
その他の収入 901,120,564

臨時支出 1,596,368,195
災害復旧事業費支出 1,596,368,195
その他の支出 -

臨時収入 440,170,849
業務活動収支 1,193,966,139
【投資活動収支】
投資活動支出 3,568,071,297
公共施設等整備費支出 2,585,129,769
基金積立金支出 819,792,228
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 163,149,300
その他の支出 -

投資活動収入 3,123,049,588
国県等補助金収入 1,126,020,303
基金取崩収入 1,774,419,097
貸付金元金回収収入 147,095,748
資産売却収入 50,556,632
その他の収入 24,957,808

投資活動収支 △ 445,021,709
【財務活動収支】
財務活動支出 5,232,510,411
地方債等償還支出 5,232,490,144
その他の支出 20,267

財務活動収入 4,653,779,785
地方債等発行収入 4,618,094,785
その他の収入 35,685,000

財務活動収支 △ 578,730,626
本年度資金収支額 170,213,804
前年度末資金残高 2,707,136,507
本年度末資金残高 2,877,350,311

前年度末歳計外現金残高 127,733,097
本年度歳計外現金増減額 4,122,571
本年度末歳計外現金残高 131,855,668
本年度末現金預金残高 3,009,205,979

全体資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

12



（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 384,355,700,937 固定負債 52,400,922,024
有形固定資産 375,775,939,475 地方債等 41,904,413,124
事業用資産 35,029,732,807 長期未払金 35,791,452
土地 8,035,954,051 退職手当引当金 4,495,257,719
立木竹 - 損失補償等引当金 119,000
建物 55,514,191,085 その他 5,965,340,729
建物減価償却累計額 △ 31,698,189,328 流動負債 5,267,748,981
工作物 6,814,193,659 １年内償還予定地方債等 4,374,743,693
工作物減価償却累計額 △ 4,063,981,654 未払金 242,667,525
船舶 - 未払費用 14,887,898
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 411,932,040
航空機 - 預り金 147,309,078
航空機減価償却累計額 - その他 76,208,747
その他 4,265,684 57,668,671,005
その他減価償却累計額 △ 3,975,086 【純資産の部】
建設仮勘定 427,274,396 固定資産等形成分 388,390,573,088

インフラ資産 338,439,322,543 余剰分（不足分） △ 49,893,258,801
土地 7,486,052,588 他団体出資等分 247,472,935

建物 5,298,453,938

建物減価償却累計額 △ 2,990,846,551

工作物 429,777,390,735

工作物減価償却累計額 △ 102,072,364,713

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 940,636,546

物品 8,963,032,079

物品減価償却累計額 △ 6,656,147,954

無形固定資産 2,147,170,256

ソフトウェア 116,344,812

その他 2,030,825,444

投資その他の資産 6,432,591,206

投資及び出資金 141,540,702

有価証券 -

出資金 141,540,702

その他 -

長期延滞債権 896,194,705

長期貸付金 622,103,106

基金 4,820,398,831

減債基金 201,429,194

その他 4,618,969,637

その他 43,917,657

徴収不能引当金 △ 91,563,795

流動資産 12,056,448,280

現金預金 3,898,943,638

未収金 3,803,713,315

短期貸付金 47,527,909

基金 3,987,344,242

財政調整基金 3,987,344,242

減債基金 -

棚卸資産 55,088,524

その他 290,236,164

徴収不能引当金 △ 26,405,512

繰延資産 1,309,010 338,744,787,222

396,413,458,227 396,413,458,227資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

13



（単位：円）
金　　　額

経常費用 51,307,235,937
業務費用 27,042,948,099
人件費 7,575,143,871
職員給与費 6,423,291,800
賞与等引当金繰入額 413,484,040
退職手当引当金繰入額 432,162,763
その他 306,205,268

物件費等 18,624,248,851
物件費 6,813,575,432
維持補修費 957,645,729
減価償却費 10,841,144,523
その他 11,883,167

その他の業務費用 843,555,377
支払利息 398,321,728
徴収不能引当金繰入額 21,832,130
その他 423,401,519

移転費用 24,264,287,838
補助金等 21,237,113,459
社会保障給付 2,527,379,564
他会計への繰出金 422,000,000
その他 77,794,815

経常収益 4,616,646,998
使用料及び手数料 1,749,207,281
その他 2,867,439,717

純経常行政コスト 46,690,588,939
臨時損失 1,685,886,869
災害復旧事業費 1,596,368,195
資産除売却損 86,794,362
損失補償等引当金繰入額 -
その他 2,724,312

臨時利益 41,529,552
資産売却益 12,365,226
その他 29,164,326

純行政コスト 48,334,946,256

連結行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

14



（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 343,181,102,372 396,996,944,183 △ 54,059,273,675 243,431,864
純行政コスト（△） △ 48,334,946,256 △ 48,338,987,327 4,041,071
財源 43,994,682,972 43,994,682,972 -
税収等 27,573,062,063 27,573,062,063 -
国県等補助金 16,421,620,909 16,421,620,909 -

本年度差額 △ 4,340,263,284 △ 4,344,304,355 4,041,071
固定資産の変動（内部変動） △ 7,875,535,181 7,875,535,181
有形固定資産等の増加 2,794,267,404 △ 2,794,267,404
有形固定資産等の減少 △ 10,301,989,066 10,301,989,066
貸付金・基金等の増加 5,010,041,953 △ 5,010,041,953
貸付金・基金等の減少 △ 5,377,855,472 5,377,855,472

資産評価差額 △ 981,066 △ 981,066
無償所管換等 △ 80,831,967 △ 80,831,967
他団体出資等分の増加 - -
他団体出資等分の減少 - -
その他 △ 14,238,833 △ 649,022,881 634,784,048
本年度純資産変動額 △ 4,436,315,150 △ 8,606,371,095 4,166,014,874 4,041,071
本年度末純資産残高 338,744,787,222 388,390,573,088 △ 49,893,258,801 247,472,935

連結純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 40,415,461,782
業務費用支出 16,671,626,560
人件費支出 7,193,989,474
物件費等支出 8,689,262,591
支払利息支出 398,321,728
その他の支出 390,052,767

移転費用支出 23,743,835,222
補助金等支出 20,320,252,861
社会保障給付支出 2,527,379,564
他会計への繰出支出 422,000,000
その他の支出 474,202,797

業務収入 42,996,736,990
税収等収入 27,302,132,479
国県等補助金収入 11,376,690,569
使用料及び手数料収入 1,742,905,488
その他の収入 2,575,008,454

臨時支出 1,596,368,195
災害復旧事業費支出 1,596,368,195
その他の支出 -

臨時収入 440,170,849
業務活動収支 1,425,077,862
【投資活動収支】
投資活動支出 3,808,902,190
公共施設等整備費支出 2,701,033,673
基金積立金支出 940,438,667
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 164,811,840
その他の支出 2,618,010

投資活動収入 3,200,289,328
国県等補助金収入 1,126,020,303
基金取崩収入 1,851,108,837
貸付金元金回収収入 147,095,748
資産売却収入 51,106,632
その他の収入 24,957,808

投資活動収支 △ 608,612,862
【財務活動収支】
財務活動支出 5,265,083,743
地方債等償還支出 5,261,923,706
その他の支出 3,160,037

財務活動収入 4,659,299,785
地方債等発行収入 4,623,614,785
その他の収入 35,685,000

財務活動収支 △ 605,783,958
本年度資金収支額 210,681,042
前年度末資金残高 3,559,631,846
本年度末資金残高 3,766,665,339

前年度末歳計外現金残高 127,882,132
本年度歳計外現金増減額 4,396,167
本年度末歳計外現金残高 132,278,299
本年度末現金預金残高 3,898,943,638

連結資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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